
真鶴町小中一貫教育校基本構想・基本計画策定事業委託仕様書 

 

１ 目的 

2021 年（令和３年）３月に策定した「真鶴町学校施設個別施設（長寿命化）計画」

の報告書によれば、まなづる小学校・真鶴中学校の校舎はともに長寿命化には適さな

いとされ、2030年代半ばから後半にかけ更新時期を迎える。 

令和４年７月には、「真鶴町学校教育あり方検討会」より報告書が出され、その中で

『今まで真鶴町が着実に進めてきた幼（保）小中一貫教育を、より一層推進すること

が重要であり、交流と多様性を重視した活動を実現するためには、一貫教育校が望ま

しい』との提言がなされた。 

  更新時期を迎えること及び上記提言を踏まえ、町内に施設一体型の義務教育学校又

は小中一貫型小・中学校を新築する計画を進めているため、その建設に向けた基本構

想・基本計画を策定するものとする。 

 

２ 業務委託の内容 

（１）名   称  真鶴町小中一貫教育校基本構想・基本計画策定事業委託 

 

（２）契約の期間  契約締結の日から 2025年（令和７年）３月 14日 

 

（３）契 約 上 限  3,850千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

（４）業 務 内 容 

    「１ 目的」に掲げた目的を達成するため、次の業務を行うこととする。 

 

① 真鶴町小中一貫教育校基本構想・基本計画の策定支援 

2023年度（令和５年度）より設置している真鶴町学校建設準備委員会や、教

育を語り合う会等から出された町民、児童生徒・保護者、教職員等の意見を踏

まえ、真鶴町の魅力や良さを活かしつつ、施設一体型の義務教育学校又は小中

一貫型小・中学校の建設に向けた課題等を洗い出し、校舎完成のイメージ図等

を含めた基本構想及び基本計画を策定すること。 

 

② 真鶴町学校建設準備委員会等の運営補助 

     真鶴町における公共施設個別施設計画や土地利用計画等を踏まえた上で、     

真鶴町学校建設準備委員会等の運営に係る資料の作成や当日の運営、事後のま

とめ等の事務局補助を行うこと。（学校建設準備委員会は年６回、教育を語り

合う会は年３回を予定。その他は適宜。） 

     特に、建設場所の選定にあたっては、候補地である２か所（まなづる小学校

地、真鶴中学校地）について、その判断基準となる資料を真鶴町学校建設準備

委員会に提示すること。 



   ③ 計画条件の検討 

     ア 計画規模：学校（想定児童生徒数、計画学級数等） 

            複合施設（学童保育、コミュニティスペース等） 

     イ 法的条件等の整理：建築基準法、まちづくり条例等 

   ④ 基本構想・基本計画 

     ・構想・計画課題の整理   ・計画目標の立案 

     ・構想・計画の組み立て   ・基本構想・基本計画の立案 

   ⑤ 設計者選定支援 

     ・設計者選定方法の検討及び基本設計費用の試算 

⑥ 情報収集等 

先進的または特徴的な小中一貫教育を行っている事例を収集し、提供するこ

と。また、必要に応じ真鶴町に求められた際には、求められた内容に関する資    

料を作成すること。 

⑦ 業務内容の報告 

     業務内容については、委託者、受託者いずれの発議においても打合せの日時

順に打合せ簿として整理し、監督員等が双方押印し、すべての業務完了後は、

業務内容を明記し、業務報告書として真鶴町に提出すること。 

 

３ 著作権等に関する取扱い 

   広報及び成果物の著作権 

     本業務を遂行するに際し作成したドキュメントやデータなどの情報及びコ

ンテンツに関する著作権は、原則として真鶴町に帰属するものとする。 

 

４ 成果物 

 （１）真鶴町小中一貫教育校基本構想・基本計画：冊子 10部 

 （２）電子媒体：CD-R、DVD等 

 （３）その他、真鶴町が指示するもの 

 

５ 留意事項 

 （１）本仕様書に記載のない事項については、双方協議により決めるものとする。 

 （２）業務内容の実施にあたっては、発注者からの指示に基づき協議の上で実施する

こととし、業務の遂行において疑義が生じた場合は、発注者と協議し、その指示

に従うものとする。 

 （３）受注者は、事業実施にあたり、各種関係法令・条例等を遵守すること。 

 （４）受注者は、本件業務を円滑に実施できる体制を整備するとともに、業務の実施

に必要かつ十分な人員の確保を行うこと。 

（５）受注者は、真鶴町の施策及びその他支援実施機関等との連携を密にし、必要に

応じて情報交換を行うこと。 

 



 （６）受注者は事業実施に当たり、収集する個人情報・法人情報について、発注者に

情報提供することを当事者に事前に説明をし、同意を得ること。また、取得した

個人情報・法人情報は真鶴町に帰属するものとし、真鶴町個人情報保護条例を踏

まえて適正に管理すること。なお、収集した個人情報、法人情報は契約期間満了

後、発注者に移管すること。 

（７）委託期間終了等により発注者及び発注者が指定したものに業務を引き継ぐ際は、

円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供すること。 

 

 


